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区　分 歳入

予　算　現　額 歳　入　決　算　額 執行率 翌年度繰越財源 実質収支額

A B B/A E F=D-E
1,065,009 1,002,810 94.2 3,680 6,858

274 195 71.0 0 0
148 374 252.4 0 237
156 535 342.8 0 442

186,203 186,857 100.4 0 2,083
26,380 27,284 103.4 0 1,034

150,291 149,911 99.7 0 1,540
2,223 2,517 113.2 0 297

365,675 367,672 100.5 0 5,633
1,430,684 1,370,482 95.8 3,680 12,491

375,924 335,440 89.2 0 0

区　分

収益的収入 収益的支出

A B
24,712 24,195

2,200 2,284
2,000 2,055

50,391 40,981
45,698 33,969
51,638 48,483

176,639 151,967

歳出

歳　出　決　算　額 執行率 形式収支額

237
母子父子寡婦福祉 資金 貸付

会　計 C C/A D=B-C
一 般 会 計 992,272 93.2 10,538

93 59.5 442
国 民 健 康 保 険 184,774 99.2 2,083

小 計 362,039 99.0 5,633

後 期 高 齢 者 医 療 26,250 99.5 1,034
介 護 保 険 148,371 98.7 1,540

合 計 1,354,311 94.7 16,171

特

別

会

計

土 地 区 画 整 理 195 71.0 0
駐 車 場 136 92.0

基 金 2,220 99.9 297

公 債 会 計 335,440 89.2 0

未処分利益剰余金
（▲未処理欠損金）

累積資金残高
（▲資金不足）

差引

会　計 A-B
600

中 央 卸 売 市 場 事 業 会 計  85  4,462 983
 54  484 284

高 速 電 車 事 業 会 計 9,409  210,182 1,534
軌 道 事 業 会 計

合 計 24,673  199,541 26,074

水 道 事 業 会 計 11,730 19,559 15,338
下 水 道 事 業 会 計 3,155 4,812 7,336

企

業

会

計

病 院 事 業 会 計 517  8,783

■各会計決算の状況

－1－

※1 歳入決算額から歳出決算額を差
し引いた額

※2 年度中に生じた事由などにより、
翌年度に繰り越すこととなった事
業費にあてるための財源

※3 形式収支額から翌年度繰越財
源を控除した額

（単位：百万円）

※1 ※2 ※3
（単位：百万円）



1,011,600

1,022,701

H30年度

R元年度

系列1 系列3 系列2

（単位：百万円）

最終予算額

1,045,365

最終予算額

1,065,009

24,161

15,498

18,266

18,148
伸率
1.1％

伸率
1.9％

当初予算額 補正予算額 前年度からの繰越額

骨格予算 1,019,300
肉付予算 3,401

871,218 884,700 898,244 902,997 930,345 930,622 979,626 1,028,072 1,045,365 1,065,009

H22年度 H23年度 H24年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度

（参考）過去10年間の最終予算額の推移

令和元年度最終予算額は、前年度比1.9％増の1兆650億円
・令和元年度の当初予算は、統一地方選挙があったため、義務的な経費や例年実施している経常的な事業を中心に、平成30年北海道胆振東部地震
の復旧・復興や子ども・子育て支援などの喫緊の課題への対応経費を盛り込んだ骨格予算 1兆193億円としました。選挙後、第1回臨時市議会及び第
2回定例市議会において、政策的な事業等の肉付予算34億円を追加し、骨格予算との合計では前年度比1.1％増の1兆227億円となりました。

・その後の補正予算では、経済対策等に関連した国の補正予算等の活用や、北海道胆振東部地震からの復旧等により242億円を追加しました。さら
に、前年度からの繰越事業に係る経費が181億円あり、最終予算額は1兆650億円となりました。

■一般会計決算の状況（最終予算額）

－2－

（単位：百万円）



1,002,810

988,526

6,858

4,476 

992,272

981,070 

935,000937,000939,000941,000943,000945,000947,000949,000951,000953,000955,000957,000959,000961,000963,000965,000967,000969,000971,000973,000975,000977,000979,000981,000983,000985,000987,000989,000991,000993,000995,000997,000999,0001,001,0001,003,0001,005,0001,007,000

歳
出

歳
入

歳
出

歳
入

元
年
度

30
年
度

（単位：百万円）

■一般会計決算の状況（収支の状況）

－3－

実質収支（決算剰余金）は69億円
・この要因は、最終予算額と比べて、歳入において市税等の一般財源が46億円の増となったことや、歳出では1月末までの少雪が影響したことで除雪
費が23億円の減となったこと等によるものです。

・実質収支（決算剰余金）の69億円については、35億円を財政調整基金に積立て、残余は令和2年度に繰り越しました。

形式収支

実質収支

翌年度繰越財源 3,680
年度中に生じた事由などにより、
翌年度に繰り越すこととなった
事業費にあてるための財源

2,980

R
元
年
度
決
算
額

H
30
年
度
決
算
額

実質収支の推移 （単位：百万円）

歳
入

歳
出

歳
入

歳
出

7,456

10,538

353 107

2,123

465
1,198

1,851
893

2,468 2,299

870
1,489

2,323

867 989
406

2,547

4,718

1,931
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4,527

3,891

5,979
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4,476
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338,947

市税
325,865

110,869

地方交付税
104,611

236,221

国庫支出金
219,793

76,895

諸収入
80,579

88,543

市債
94,854

151,334

その他（※）
162,825

R元年度

H30年度

（単位：百万円）

13,082
（4.0%）

6,258
（6.0%）

16,429
（7.5%）

▲3,683
（▲4.6%）

▲6,311
（▲6.7%）

▲11,491
（▲7.1%）

建設債等 41,214（前年度比 5.8％）
臨時財政対策債 47,329（前年度比▲15.4％）

14,284
（1.4％）

建設債等 38,938
臨時財政対策債 55,916

■一般会計決算の状況（歳入決算の概要）

－4－

令和元年度歳入決算額は、前年度比1.4％増の1兆28億円
・市税は前年度から4.0％の増加
市税は納税者数及び一人当たり所得割額が前年を上回ったことによる個人市民税の増、家屋の新増築等による固定資産税の増、企業業績
が堅調に推移したことによる法人市民税の増等により、前年度から131億円の増加となりました。

・「広義の地方交付税」は前年度より1.5％の減少（地方交付税は6.0％の増加）
普通交付税と臨時財政対策債を合わせた実質的な普通交付税は前年度から9億円の減となり、これは個人市民税の増などにより基準財政
収入額が増加したことなどによるものです。内訳としては、臨時財政対策債が全国総額の減少等により86億円の減となる一方、現金部分であ
る普通交付税は77億円の増となりました。なお、特別交付税は前年度から14億円の減となり、これは北海道胆振東部地震関連経費の減によ
るものと推測されます。

・市債は前年度から6.7％の減少（建設債等は5.8％の増加）
臨時財政対策債の減を除くと23億円の増となりますが、これは北海道胆振東部地震により被災した道路等の災害復旧費の増等によるもので
す。

988,526

1,002,810

※「その他」には、使用料及び手数料、道支出金などが
含まれます。

H30年度 R元年度 増減額 増減率

104,611 110,869 6,258 6.0％
55,916 47,329 ▲ 8,587 ▲ 15.4％

160,527 158,198 ▲ 2,329 ▲ 1.5％

広義の地方交付税

地 方 交 付 税
臨時財政対策債

合 計

H30年度 R元年度 増減額

100,128 107,778 7,650
4,483 3,091 ▲ 1,392

【内訳】

普 通 交 付 税
特 別 交 付 税 ※

※震災復興特別交付税含む



37,166

総務費
42,118

390,767

保健福祉費
374,097

104,776

土木費
107,834

47,241

教育費
44,117

87,503

公債費
86,550

155,235

職員費
155,007

169,584

その他
171,346

元年度

30年度

（単位：百万円）

3,124
（7.1%）

▲4,952
（▲11.8%）

16,669
（4.5%）

▲3,059
（▲2.8%）

953
（1.1%）

228
（0.1%）

※「その他」には、環境費、経済費、諸支出金などが含まれます。

▲1,762
（▲1.0%）

－5－

■一般会計決算の状況（目的別歳出決算の概要）

令和元年度歳出決算額は、前年度比1.1％増の9,923億円

・総務費は前年度から11.8％の減少
平成30年度に工事が終了した中央体育館改築費の減等により、前年度から50億円の減少となりました。

・保健福祉費は前年度から4.5％の増加
幼児教育・保育無償化による認定こども園・幼稚園・保育園等の運営のための給付、障がいのある方への支援にかかる給付、児童扶養手当の支払
い月の変更に伴う増等により、前年度から167億円の増加となりました。

・土木費は前年度から2.8％の減少
北海道胆振東部地震により被災した里塚地区などの復旧工事が本格化したことで工事費が増となった一方、平成30年度に完成した円山動物園のゾ
ウ舎建設費や、1月末までの少雪の影響による除雪費の減等により、前年度から31億円の減少となりました。

・教育費は前年度から7.1％の増加
学校改築費の増等により、前年度から31億円の増加となりました。

992,272

981,070

11,202
（1.1%）

H30年度

R元年度



－6－

・扶助費は前年度から4.9％の増加
幼児教育・保育無償化による認定こども園・幼稚園・保育園等の運営のための給付、障がいのある方への支援にかかる給付、児童扶養手当の
支払い月の変更に伴う増等により、前年度から151億円の増加となりました。

・普通建設事業費は前年度から7.9％の減少
平成30年度に工事が終了した中央体育館改築費や円山動物園のゾウ舎建設費の減等に伴い、前年度から87億円の減少となりました。

・繰出金は前年度から5.9％の増加
介護保険料の軽減対象となる方の範囲拡大や、後期高齢者医療制度の被保険者数の増等に伴い、前年度から41億円の増加となりました。

■一般会計決算の状況（性質別歳出決算の概要）

981,070

992,272163,560

人件費
163,483

322,314

扶助費
307,245

100,407

普通建設

事業費
109,072

87,046

公債費
86,002

60,961

貸付金
63,568

72,326

繰出金

68,275

185,658

その他（※）
183,424

R元年度

H30年度

（単位：百万円）

76
（0.0%）

15,069
（4.9%）

▲8,665
（▲7.9%）

1,043
（1.2%）

▲2,606
（▲4.1%）

4,051
（5.9%）

11,202
（1.1%）

2,233
（1.2%）

※「その他」には、補助費等、物件費などが含まれます。
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支消額（予算） 支消額（決算） 年度末現在高

（見込）

5,715 5,739 5,733 5,634 5,578 

4,191 4,477 4,797 5,093 5,265 

6,957 6,639 6,308 5,992 5,729 

16,863 16,855 16,839 16,720 16,572 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度
一般会計・建設債等 一般会計・臨時財政対策債 特別会計・企業会計

■主要財政指標の状況（１）

－7－

全会計市債残高は16年連続の減少
一般会計市債残高は8年連続で増加

・一般会計の市債残高は、前年度比1.1％増の1兆843億円となり、主に臨時財
政対策債（※）の残高の増により8年連続で増加しましたが、特別会計、企業会
計を含めた全会計の市債残高は、前年度比0.9％減の1兆6,572億円となり、16
年連続で減少しました。

・令和元年度の市債残高は、アクションプラン2019の見込額を下回り、堅調に推
移しています。

※本来、国が現金で交付すべき地方交付税の一部について、市が代わりに一時的に借

金をしているもので、返済に要する経費は将来の地方交付税に加算されて交付される。

財政調整基金の令和2年度末残高は211億円の見込み

・令和元年度は22億円の財政調整基金の支消を予定していましたが、予算の執
行状況を勘案し、全額支消を取りやめました。

・また、決算剰余金のうち35億円を積み立てた結果、令和元年度末現在高は259
億円となりました。

・令和2年度に現計予算（3臨補正後）どおり48億円を支消した場合、令和2年度
末残高は211億円となります。これは、アクションプラン2019で最低限維持すると
した100億円を大きく上回る金額であり、将来の財政需要にも対応可能な水準を
維持しています。

将来の市債の満期一括償還のために積み立てた額を償還とみなし、減債基金から借り入れた額を市債とみなし
た場合。また（ ）内はアクションプラン2019における見込み

市債残高の推移 （単位：億円）

（5,763）

（16,866）

10,843

（11,103）

少なくとも100億円
以上の水準を維持

財政調整基金の状況 （単位：億円）

市民一人あたり市債残高は前年度から3.0％の減少
・市民一人あたり市債残高（※）は、前年度比3.0％減の573,935円となり、アクショ
ンプラン2019で目標とした平成26年度末の残高を下回る水準を維持しています。

※臨時財政対策債を除く、全会計の市債残高

649,087 
632,039 613,436 

573,935 
500,000

600,000

700,000

H27 H28 H29 H30 R元

H26年度末残高（アクションプラン
2015策定時）679,013円

591,391

市民一人あたり市債残高の推移
（単位：円）

一般会計（建設債等） 一般会計（臨時財政対策債）
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■主要財政指標の状況（２）

－8－

将
来
負
担
比
率

％

今後は老朽化対策に取り組んでいく必要がある

・札幌市は政令市平均より実質公債費比率、将来負担比率はともに低く、健全な

財政運営を行っていると言えます。

・しかし、資産の老朽化は政令市平均よりも進んでおり、 今後は長寿命化を図りな

がら老朽化対策に積極的に取り組んでいく必要があります。

・老朽化対策を進めることで、市債残高や実質公債費比率等の増加が見込まれま

すが、将来世代に過度な負担を残さないよう健全な財政運営を行っていきます。

健全化判断比率等は引き続き健全な水準

・健全化判断比率とは「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく、

自治体の財政の健全性を示す指標の一つで、この値が低いほど財政状況が健

全と判断されます。

■実質公債費比率

一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に対する比率

■将来負担比率

一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率

※上図における健全化判断比率のうち「－」と表記されているのは実質赤字がなかったことを、資金不足比率
が「－」と表記されているのは資金不足がなかったことを表しています。

政令市の健全化判断比率（H30年度決算）

実質公債費比率 ％
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政
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Ａ 構成比 Ｂ 構成比 Ｃ 構成比 Ｃ － Ａ 伸 率 Ｃ － Ｂ 伸 率

個 人 市 民 税 132,586 40.7 138,616 41.6

337,501

平 成 30 年 度 令 和 元 年 度

決 算 額 予 算 額 決 算 額 平成 30 年度決算比 令和元年度予算比

現 年 課 税 分 324,345 99.5 331,600 99.6

139,975 41.3 7,389 5.6 1,359 1.0

99.6 13,156 4.1 5,901 1.8

2.5 592 0.4

9.3 2,032 6.9 3,548 12.7

3,470

31,569

そ の 他 26,002 8.0 25,866 7.8 26,268

139,689 41.2固 定 資 産 税
都 市 計 画 税

136,219 41.8 139,097 41.8

法 人 市 民 税 29,537 9.1 28,021 8.4

 4.9

100.0 13,082 4.0

146 11.2

7.7 265 1.0 402 1.6

合 計 325,865 100.0 332,900 100.0 338,947

1,446 0.4  74滞 納 繰 越 分 1,520 0.5 1,300 0.4

6,047 1.8

■市税決算の概要

市税決算額は前年度比4.0％増の3,389億円

・市税は納税者数及び一人当たり所得割額が前年を上回ったこ
とによる個人市民税の増、家屋の新増築等による固定資産税の
増、企業業績が堅調に推移したことによる法人市民税の増等に
より、前年度から131億円の増加となりました。

・なお、一人当たり所得割額の増要因として、県費負担教職員制
度の見直しに伴う税源移譲の平準化が挙げられ、74億円の増収
のうち34億円を占めています。

・収入率については、前年度比0.1ポイント増の98.9％となりまし
た。

－9－

（単位：百万円、％）

（単位：百万円、％）
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給料 20.2 万円   食費（人件費） 6.5 万円

　      うち基本給（市税） 13.5 万円
  家族の医療費
  （生活保護などの扶助費）

12.9 万円

　      うち諸手当（地方交付税など） 6.7 万円
  光熱費などの雑費
  （物件費・補助費など）

6.1 万円

パート収入
（使用料・手数料など）

2.3 万円   車や家具の修理代
  （道路除雪などの維持補修費）

1.1 万円

親からの仕送り
（国からの補助金など）

11.6 万円 　子供たちへの仕送り
　（他の会計への繰出金）

2.9 万円

借金（市債） 3.5 万円   借金の返済（公債費） 3.5 万円

　      うち住宅ローン（公共事業などのための市債） 1.6 万円   家の増改築費（公共事業など） 4.0 万円

　      うちその他の借金（臨時財政対策債） 1.9 万円
  友人へ貸すお金
  （中小企業への貸付金など）

2.4 万円

貸したお金が返ってくる分
（貸付金返済金）

2.4 万円   貯金（積立金、純剰余金） 0.6 万円

合　計 40.0 万円 合　計 40.0 万円

貯金残高 40 万円 　　　　　　　　　　　借金残高 519 万円

さっぽろの家計簿
収入 支出

■札幌市の財政を家計に例えると・・・
令和元年度一般会計決算総額を、年収480万円（１か月40万円）の家計に例えると、以下のようになります。

－10－

※１ 地方交付税は、税収の多い自治体と少ない自治体の間の財源を調整するなどの目的で、いったん国が集めた税を自治体に再配分しているもので、地方固有の財源
です。ここでは、本来的に自治体の収入と言えることから、「給料（諸手当）」に区分しています。

※２ 基金現金分のうち、将来の市債返済のための積立金などを除いたものです。
※３ 一般会計・特別会計・企業会計を合わせた借金の残高は、家計に例えると、793万円です。

※１

※３※２



決算額

31,610,006 9,621,773

5,403,412 1,387,412

1,637,661 1,127,952

19,727,009 7,464,829

4,784,899 1,408,427

54,027 1,027

14,486,071 3,840,670

23,583,981 23,445,981

2,982,804 2,949,804

104,269,870 51,247,875

項　　目 事業費
一般財源

合　　計

8,821,399

諸 支 出 金

公 債 費

市 街 地 開 発 事 業 等

防 災 事 業

病 院 、 社 会 福 祉 施 設 等 整 備 事 業

学 校 等 の 教 育 文 化 施 設 整 備 事 業

河 川 等 整 備 事 業

公 園 等 の 公 共 空 地 整 備 事 業

道 路 等 の 交 通 施 設 整 備 事 業

決算額

 医療分野 44,882,804 27,501,744

 介護分野 61,254,889 53,712,031

 子育て分野 111,756,826 40,709,478

 障がい分野 88,535,599 28,575,003

 生活援護分野 130,152,103 32,145,442

436,582,221 182,643,698

 生活保護など

合　　計

項　　目

 医療助成、国民健康保険会計繰出金など

 老人福祉施設整備、介護保険会計繰出金など

 施設運営、児童手当支給など

 児童障害福祉、障害福祉サービスなど

一般財源
事業費

15,355,046

決算額

1,083 1,083

88,853 88,853

3,867 3,867

93,803 93,803

93,803

合　　計

項　　目 事業費
一般財源

ま ち づ く り 推 進 基 金 造 成

木 材 利 用

森 林 整 備 関 係

決算額

11,474,101 885,596

2,190,356 165,669

830,617 67,287

11,264,824 11,264,824

16,958,421 16,431,421

42,718,319 28,814,797合　　計

24,707,416

街 路 整 備 事 業

諸 支 出 金

公 債 費

公 園 整 備 事 業

再 開 発 事 業

項　　目 事業費
一般財源

■目的税等の使途について

地方消費税交付金のうち消費税率引上げ（5％から8％、8％から10％）による増収分につい
ては、社会保障施策に要する経費に充てることとされています。

－11－※上記の社会保障関係費には事務費等も一部含まれていますが、引上げ分の地方消
費税収は、事務費や職員の人件費には充てないこととされています。

入湯税

（単位：千円）

都市計画税

森林環境譲与税

事業所税

地方消費税交付金（社会保障財源化分）

入湯税は、観光振興、環境衛生施設、消防施設等の
整備等に要する費用に充てることとされています。

都市計画税は、都市計画法に基づく、都市計画事業
又は土地区画整理事業に充てることとされています。

森林環境譲与税は、森林整備や木材の利用促進等
に充てることとされています。

※後年次の活用を見込みまちづくり推進基金に積み立てています。

※

事業所税は、都市環境の整備及び改善に要する費
用に充てることとされています。

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

決算額

観光振興 2,073,348 1,962,049

環境衛生施設 1,581,473 351,304

消防施設 1,127,735 737,735

4,782,556 3,051,088

項　　目 事業費
一般財源

集客交流など

清掃工場整備など

消防車両整備など

387,697

合　　計



M E M O
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